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Ⅰ　はじめに（問題の所在）

　近年，経済活動のグローバル化，高度情報

化の進展等により，企業活動が多様化，複雑

化するなど企業の経営環境が急速に変化する

中で，国内企業の競争力を確保し，企業活力

が十分に発揮できるように各種の法整備が行

われている。このような経済・経営環境の変

化に対処すべく，税制がその阻害要因になっ

てはならないという事情もあり，税法の分野

においても，総合的・体系的に整備するため

の制度の見直しが行われてきた。

　平成13年度税制改正での組織再編税制⑴や

平成14年度税制改正での連結納税制度が相次

いで導入された。こうした新たな制度の創設

にあたり，租税回避行為に対する個別の否認

規定とともに，包括的否認規定も合わせて創

設された⑵。

　こうした企業を取り巻く厳しい経営環境の

中で，平成22年になって，組織再編成におけ

る行為・計算否認規定の適用事例が明らかと

なった。平成26年３月18日に東京地裁は，更
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Ⅳ　おわりに

⑴　平成12年に会社分割制度が導入されるなど，当
時の商法において，柔軟な組織再編成を可能とす
るための法制の整備が進められた。そうした動向
に伴い，合併・会社分割・現物出資及び事後設立
について，抜本的な見直しが行われ，平成13年度
税制改正で，いわゆる組織再編税制が創設される
こととなった。

　　法人組織再編税制においては，合併・分割等に
伴う資産または負債の移転について，原則として
時価による譲渡があったものとして資産等を移転

した法人の各事業年度の所得を計算することを明
定した（法62条）うえで，合併・分割・現物出資
および事後設立の４種類の組織再編成で，一定の
要件をみたす適格組織再編成については，帳簿価
格の引継による課税の繰延が認められた（法62条
の２以下）。その結果，この分野におけるわが国の
税制は急速にアメリカの税制に近づきつつある。
金子宏『租税法〔第19版〕』（弘文堂・2014年）429
頁参照。
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正処分取消訴訟における法人税法132条の２

（以下，法人税法は「法」，同法施行令は「令」

と略記する）が適用された事件についての初

めての司法判断を行った⑶。いわゆるヤフー事

件と呼ばれる当該事件（以下，ヤフー事件と

呼ぶ）の判決内容は，世間の注目を集めると

ともに，租税法律主義の下での納税者の予測

可能性や法的安定性の観点からみて，法解釈

について多くの問題が内在する判断として，

税法上の重要判例の一つと位置付けられるも

のとなっている⑷。さらに，法132条の２は，

同族会社の行為・計算否認規定と同様の文言

が使用されていることから，「不当性」の判断

基準も同様に解すべきか否かといった当該規

定の適用基準等を巡って様々な議論が行われ

ている⑸。

　そこで，本稿では第一審東京地判・平成26

年３月18日，及び控訴審東京高判・平成26年

11月５日のヤフー事件を素材に，「組織再編成

における行為・計算否認規定の解釈とその適

用」をテーマとした検討を行うものであるが，

本論に入る前に，筆者の関心事と過去の研究

内容との関連性について若干触れておく。前

稿⑹では，法人税における同族会社の行為・計

算否認規定が，租税法律主義の下で，納税者

の予測可能性や権利保護の観点から，どのよ

うに適用されているのかについて，法132条に

関する近時の判例・学説の状況を分析・整理

⑵　この組織再編税制においては，適格・非適格の
区別を行うことによって，簿価引継ぎあるいは含
み益に対する課税としての時価譲渡となるかが決
定されるなど，課税要件の充足の有無が，組織再
編時の課税所得の算定に大きな影響を与える制度
設計がなされている。このため，企業が組織再編
を企図する際には，タックス・プランニングの予
測は意思決定の重要な要素であり，企業（納税者）
は，通常税負担ができるだけ少なくなる法形式を
選択しようとする租税便益を受けるための誘因（租
税回避の試み）が存在するものと考えられる。

⑶　第１事件（いわゆるヤフー事件）・東京地方裁判
所平成23年（行ウ）第228号法人税更正処分取消請
求事件〔東京地判・平成26年３月18日（判例集未
登載），TAINZ��Z888-1830〕及び第２事件（いわ
ゆるIDCF事件）・東京地方裁判所平成23年（行ウ）
第698号法人税更正処分等取消請求事件〔東京地
判・平成26年３月18日（判例集未登載），TAINZ��
Ｚ888-1831〕の２つの事件について同日に判決が
言い渡されている（その後，両事件とも控訴）。第
１事件及び第２事件のいずれも東京地裁は，法132
条の２の不当性要件の意義に関しては同様の判断
を示しているので，本稿では第１事件についての
みを取り上げて検討する。なお，第１事件につい
ては，控訴審東京高等裁判所平成26年（行コ）第
157号法人税更正処分取消請求控訴事件〔東京高
判・平成26年11月５日（判例集未登載），TAINZ�

Ｚ888-1889〕においても，第一審の東京地裁の判
断を支持し，納税者の請求を棄却している。また，
第２事件についても，控訴審判決が平成27年１月
15日に言い渡され，納税者の請求が棄却されてい
る（判例集未登載）。
⑷　ヤフー事件の原審判決に関する評釈は数多くあ
る。例えば，浅妻章如「ヤフー事件判決の検討」
ビジネス法務（2014年９月号）84頁，水野忠恒「東
京地裁平成26年３月18日判決（ヤフー事件）の検
討─組織再編成と租税回避─」国際税務34巻８号
（2014年）102頁，吉村政穂「判批」ジュリスト
1470号（2014年）８頁，等がある。また，ヤフー
事件及びIDCF事件の東京地裁判決を取り扱った
ものとしては，秋元秀仁「判批」国税速報6315号
（2014年）４頁，太田洋①「ヤフー・IDCF事件東
京地裁判決とＭ&Ａ実務への影響〔上〕」旬刊商事
法務2037号（2014年）６-７頁及び11-14頁，同②
「ヤフー・IDCF事件東京地裁判決とＭ＆Ａ実務へ
の影響〔下〕」旬刊商事法務2038号（2014年）38
頁，同③「Ｍ＆Ａ・企業組織再編と法人税法132条
の２の射程」税務弘報62巻10号（2014年）２-３
頁，北村導人「ヤフー・IDCF事件判決の概要と検
討」旬刊経理情報1383号（2014年）46頁，等があ
る。その他，税務弘報62巻７号（2014年）８頁以
下，税理57巻10号（2014年）８頁以下において，
それぞれ特集が組まれている。
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し，その解釈上の問題点について検討を行っ

た。さらに，上記の検討結果を踏まえて法132

条と通常の課税要件規定（法22条２項，34-36

条及び37条）との競合とその選択に関する学

説上の議論について，整理・検討を行ってき

た。こうした一連の研究は，自由な経済活動

に対する課税のあり方，すなわち，わが国に

おける租税法律主義の下での，課税要件法に

定立する税法体系の観点からみた，経済活動

に対する租税回避の否認規定の影響を考察す

ることを大きなテーマとするものである。

　本稿は，過去の研究結果との継続性を視野

に入れて，法人税における同族会社の行為・

計算否認規定（法132条）と組織再編成にかか

る行為・計算否認規定（法132条の２）を解釈

する上での「不当性要件」の相互の関連性及

び組織再編成における個別否認規定との関係

についての検討を行うことを企図するもので

ある。すなわち，第１の目的は，法人税にお

ける組織再編成の行為計算否認事件に対して

裁判所が示した行為計算否認の解釈・適用と

しての法132条の２の「不当性要件」の意義に

ついて分析・検討し，法132条と132条の２の

解釈論として，従来の同族会社の行為・計算

の包括的否認規定である法132条の規定の意

義と組織再編成にかかる行為・計算の包括的

否認規定である法132条の２の規定の意義との

相互の関連性について，両者の「不当性」の

課税要件規定は同一のものとして解すべきか，

あるいは両者の規定は別個の意義を有し，異

なるものとして解すべきかを整理・検討する。

さらに，第２の目的は，組織再編成における

包括的否認規定と個別否認規定との関係と両

者の適用の優先順位等についての検討を行う

ことを企図するものである。

Ⅱ　組織再編成における行為・計算否認事件

　Ⅱにおいては，関連する２つの法人が行っ

た組織再編成（合併）について，法132条の２

の規定が適用されたヤフー事件について，裁

判で争点となった組織再編成における租税回

避否認規定の制度（個別否認規定・包括的否

認規定）をまず概観し，その後にヤフー事件

の概要及び裁判所の判断をみることとする。

１　組織再編成における個別否認規定の概要

　ここでは，まず組織再編税制における個別

否認規定の内，後述するヤフー事件で問題と

なった法57条の規定について繰越欠損金の引

継制限規定⑺を中心にみておく。

⑸　従来の行為・計算否認規定の解釈と異なる見解
としては，財務省主税局OBである朝長英樹税理士
が法132条の２は「制度の濫用」についても適用さ
れるものであると述べている。朝長英樹・藤田耕
司・仲谷栄一郎「組織再編成税制を巡る否認が相
次ぐ中，今明かされる『行為計算否認規定（法人
税法132条の２）』の創設の経緯・目的と解釈」T
＆A�master�449号（2012年）９頁参照。さらに，
税務大学校研究部教授であった斉木秀憲氏の論文
においては，包括的租税回避防止規定が適用され
る場面について，①組織再編税制の基本的な考え
方からの乖離，②組織再編成の濫用，③個別防止

規定の逸脱の３つに類型化される，といった見解
が述べられている。斉木秀憲「組織再編成に係る
行為計算否認規定の適用について」税大論叢73号
（2012年）40-42頁参照。こうした新たな見解は，
その後の法132条の２の解釈論に大きな影響を与え
ることになった。なお，ヤフー・IDCF事件の国側
の鑑定意見書が，朝長英樹『組織再編成をめぐる
包括否認と税務訴訟』（清文社・2014年）325頁以
下において公表されている。
⑹　拙稿「法人税における同族会社の行為計算否認
規定の今日的意義」税法学571号（2014年）53頁以
下。
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⑴�　合併における被合併法人の繰越欠損金の

引継制限

　法57条は，青色申告書を提出した事業年度

の欠損金の繰越しを定めているが，組織再編

税制の導入に伴い次のように改められた。

　まず，法57条２項は，適格合併等が行われ

た場合においては，当該適格合併等に係る被

合併法人又は分割法人の当該適格合併等の日

前７年以内に開始した各事業年度において生

じた欠損金額（以下「未処理欠損金額」とい

う）について，当該合併法人等において生じ

た欠損金とみなして，法57条１項の規定を適

用することとした。

　しかし，このような法57条２項の規定のみ

では，欠損金の繰越控除が租税回避行為に利

用され易いことが懸念される。すなわち，具

体的な租税回避行為として想定されるものと

して，繰越欠損金を不当に利用するために，

合併直前に多額の繰越欠損金のある法人を買

収等により，100％の持株を取得し，その後に

欠損子会社を吸収合併して繰越欠損金の損金

算入を行うような租税回避行為が考えられる。

こうした租税回避に対処するため，企業集団

（グループ）化される前に被合併法人が有し

ていた欠損金の引継ぎを制限（引継除外）す

るとともに，グループ化される前に被合併法

人が有していた不良資産（含み損のある資産）

を合併後に譲渡損失等として顕在化させて合

併法人で計上することを制限する趣旨で，法

57条３項に特例規定が設けられている。

　このように組織再編成での租税回避行為を

防止するために，継続して支配関係がある⑻と

認められない場合に，「みなし共同事業要件」

を満たさないときは，繰越欠損金の引継制限

が課されている⑼⑽。当該規定は，組織再編税

制における個別の租税回避防止規定と考えら

れる。すなわち法57条３項は，適格合併等に

係る被合併法人等と合併法人等との間に特定

資本関係⑾（いずれか一方の法人が発行済株式

数の50％超を支配する等の関係）があり，か

つ，当該特定資本関係が当該合併法人等の当

該適格合併等に係る合併等事業年度開始の日

⑺　佐藤信祐『組織再編における繰越欠損金の税務
詳解〔第３版〕』（中央経済社・2010年）17頁参照。

⑻　①適格合併の日の属する事業年度開始の日の５
年前の日，②被合併法人の設立の日，③合併法人
の設立の日の内，最も遅い日から継続して支配関
係を有していなければならない。

⑼　企業組織再編税制においては，企業グループ内
合併や共同事業を営むための合併などの「適格合
併」に限り被合併法人の未処理欠損金の引継ぎを
認めているところであるが，特定資本関係（支配
関係）が発生して５年以内の合併については，上
記のとおり租税回避目的での利用を防止する趣旨
で「みなし共同事業要件」を満たすことを条件と
している。

⑽　適格合併の場合には，被合併法人の繰越欠損金
を引き継ぐことができるが，上記のように一定の
引継制限が課されている。しかし，被合併法人の

繰越欠損金のみに制限を課し，合併法人の繰越欠
損金になんら制限を課さない場合には，逆さ合併
を行うことにより，買収してきた法人の繰越欠損
金を不当に利用するような租税回避行為が考えら
れる。そのため，法57条４項において，被合併法
人から引き継いだ繰越欠損金だけでなく，合併前
に合併法人が保有していた繰越欠損金についても，
同様の繰越欠損金の使用制限が課されている。
⑾　特定資本関係とは，いずれか一方の法人が他方
の法人の発行済株式又は出資の総数の50％を超え
る数又は金額の株式又は出資を直接又は間接に保
有する関係その他政令で定める関係をいうが，「特
定資本関係」については，平成22年度税制改正（グ
ループ法人税制の創設）において，用語変更され，
現行法上（法２条12号の７の５）は，「支配関係」
と表現されている。
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の５年前の日以後に生じている場合において，

当該適格合併等が「共同で事業を営むため」

の適格合併等として政令で定めるものに該当

しないときは，前項に規定する未処理欠損金

額には，当該被合併法人等の法57条３項一号

及び二号に該当する欠損金額を含まないこと

にしている。

⑵　みなし共同事業要件の概要

　他方で，「みなし共同事業要件」を満たした

場合には，繰越欠損金の引継制限，使用制限

は適用されず，かつ，特定資産譲渡等損失の

損金算入制限も課されない。そのため，支配

関係が生じてから合併事業年度開始の日まで

５年を経過していない場合には，「みなし共同

事業要件」を満たすか否かの判定が重要にな

ってくる⑿。

　「みなし共同事業要件」は，令112条３項に

おいて①事業相互関連性要件⒀，②事業規模要

件⒁，③事業規模継続要件（被合併事業）⒂，

④事業規模継続要件（合併事業）⒃，⑤特定役

員引継要件（経営参画要件）⒄，が定められて

おり，「みなし共同事業要件」を充足するため

には，これらのうち①〜④のすべてか，又は

①及び⑤の要件のいずれかを満たす必要があ

るとされている。

　具体的には，特定資本関係が発生した直後

に適格合併をした場合であっても，その合併

が共同で事業を営むための適格合併であると

認められるときは，この繰越欠損金の引継除

外はない⒅。このように，組織再編成の実務に

おいて②，③，④の要件を満たさない場合は，

⑤の特定役員引継要件（経営参画要件）の充

足が税制適格のカギとなる。ヤフー事件では，

この要件充足の可否に焦点が当てられた（現

行法においては，令112条３項５号）。

　なお，ここでの「特定役員」とは，社長，

副社長，代表取締役，代表執行役，専務取締

役，常務取締役又はこれらに準ずる者で法人

の経営に従事している者とされているため，

被合併法人の常務取締役以上の役員１名以上

と，合併法人の常務取締役以上の役員１名以

上とが，合併後に合併法人の特定役員になる

ことが見込まれている場合には，特定役員引

継要件（経営参画要件）を充足することがで

きる。従って，特定役員の全てを引継ぐこと

までは要求されていないことにも留意が必要

である⒆。

⑿　佐藤・前掲注⑺78頁参照。
⒀　事業関連性要件を満たすためには，被合併法人
の被合併事業と合併法人の合併事業が相互に関連
するものである必要がある（法令112③一，⑦）。

⒁　事業規模要件を満たすためには，被合併事業と
合併事業のそれぞれの売上金額，従業者の数，被
合併法人と合併法人のそれぞれの資本金の額又は
これらに準ずるものの規模の割合がおおむね５倍
を超えないことが必要とされている（法令112③
二，⑦）。

⒂　被合併事業が支配関係の生じた時から適格合併
の直前の時まで継続して営まれており，かつ，支
配関係の生じた時と適格合併の直前の時における
被合併事業の規模の割合がおおむね２倍を超えな

いことが必要とされている（法令112③三，⑦）。
⒃　合併事業が支配関係の生じた時から適格合併の
直前の時まで継続して営まれており，かつ，支配
関係の生じた時と適格合併の直前の時における合
併事業の規模の割合がおおむね２倍を超えないこ
とが必要とされている（法令112③四，⑦）。
⒄　経営参画要件を満たすためには，被合併法人の
適格合併前における特定役員である者のいずれか
の者と，合併法人の適格合併前における特定役員
である者のいずれかの者とが当該適格合併後に合
併法人の特定役員となることが見込まれているこ
とが必要とされている（法令112③五，⑦）。
⒅　中野百久造『合併・分割の税務〔改定版〕』（税
務経理協会・2003年）118-119頁参照。
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２　組織再編成における包括的否認規定の概要

⑴　法132条の２の規定の概要

　次に，組織再編成における包括的否認規定

である法132条の２をみておく。法132条の２

は，次のように定められている。

　①合併，分割，現物出資若しくは現物分配

又は株式交換若しくは株式移転（以下「合併

等」という）に係る合併等をした一方の法人

又は他方の法人，合併等により交付された株

式を発行した法人，法人の株主等である法人

の法人税につき更正又は決定をする場合にお

いて，②その法人の行為又は計算で，これを

容認した場合には，合併等により移転する資

産及び負債の譲渡に係る利益の額の減少又は

損失の額の増加，法人税の額から控除する金

額の増加，法人の株式（出資を含む）の譲渡

に係る利益の額の減少又は損失の額の増加，

みなし配当金額の減少その他の事由により③

法人税の負担を不当に減少させる結果となる

と認められるものがあるときには，④その行

為又は計算にかかわらず，税務署長の認める

ところにより，その法人に係る法人税の課税

標準若しくは欠損金額又は法人税の額を計算

することができる。

　上記の規定は，組織再編税制の導入により，

企業（納税者）が行う組織再編成の形態や方

法が多様なものとなっているため，組織再編

成を利用した複雑，かつ，巧妙な租税回避行

為が増加するおそれがある⒇ことから，適正・

公平な課税を行うことができるように個別の

否認規定とともに，一般的な租税回避防止規

定として組織再編成に係る行為・計算否認規

定（法132条の２）を設ける必要があったと説

明されている�。

　このように法132条の２では，「組織再編成

により法人税の負担を不当に減少させる結果

となると認められる場合」には，法132条と同

様に，法人の行為・計算にかかわらず，「税務

署長の認めるところにより，その法人に係る

法人税の課税標準若しくは欠損金額又は法人

税の額を計算することができる。」旨を規定し

ており，組織再編成に関する行為・計算の包

括的（一般的）否認規定であると解されてい

る�。

⑵�　ヤフー事件判決までの法132条の２の解

釈・適用の一般的な見方

　組織再編税制の制度創設以降当面の間は，

組織再編成に係る法人の行った行為・計算

が，法132条の２に規定する「法人税の負担を

不当に減少」させると認められる場合に該当

するか否かの判断基準については，先例とな

る判例等が存在しないことからあらかじめ納

⒆　佐藤・前掲注⑺100頁参照。
⒇　こうした法整備に対しては，当初より「『租税回
避の手段として濫用されるおそれがあるため，組
織再編成に係る包括的な租税回避防止規定を設け
る』というのでは，あまりに短絡的である。」とい
った批判がなされていた。渡辺徹也『企業組織再
編成と課税』（弘文堂・2006年）265頁。

�　中尾睦ほか『改正税法のすべて〔平成13年版〕』
（大蔵財務協会・2001年）243頁参照。なお，当該
税制改正に関する政府税制調査会の答申において，

「諸外国での経験に照らしても，会社分割を含め
企業組織再編成の形態や方法は，複雑かつ多様な
ものになることが予想され，租税回避の手段とし
て濫用されるおそれがあります。このため，繰越
欠損金等を利用した租税回避行為の防止規定に加
え，企業組織再編成に係る包括的な租税回避防止
規定を設けることが必要です。」とされていた（税
制調査会「平成13年度の税制改正に関する答申」）。
�　金子・前掲注⑴452頁参照。
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税者がそれを予測することは困難であり，組

織再編成を実行する上での，実務上の懸案事

項とされてきた。

　また，講学上においても法132条の２の「不

当な」税負担の減少の意義をめぐってどのよ

うな理論や判例が形成されてゆくのかは，今

後の事例の蓄積をまつほかなく当該規定の解

釈・適用については，「同族会社の規定（法

132）と同様にその適用要件が明確でないの

で，個別の事案の集積により適用基準が明確

化されることが必要である。」�との見解や，

「この規定がどのように解釈・適用されてゆ

くのか，特に『不当な』税負担の減少の意義

をめぐってはどのような理論や判例が形成さ

れてゆくのかは，今後の事例の蓄積をまつほ

かないが，同族会社の行為・計算の場合と同

様に，公平な税負担と法的安定性の２つの価

値の対立と緊張関係を軸として種々の議論が

展開されていくであろう。」�といった見解に

代表されるように，その解釈・適用は，個別

事例の集積に委ねられるというのが学説・実

務での一般的な見方であった。

３　ヤフー事件の概要と裁判所の判断

　以下では，ヤフー事件の事案の概要と裁判

所の判断をみておく。第一審の東京地裁は，

Ｙ税務署長（被告）が同条を適用して行った

課税処分はいずれも適法であるとの判断を行

ったため，Ａ社（原告）は，これを不服とし

て控訴した。控訴審の東京高裁もまた，Ａ社

（控訴人）の請求を棄却している�。なお，こ

こでは第一審及び控訴審判決の争点のうち，

組織再編成に係る行為・計算否認規定の解

釈・適用に関係する論点に焦点を絞って判決

内容を紹介する。

⑴　事案の概要

　Ａ社（原告・控訴人）は，その発行済株式

を訴外Ｂ社によって約42％を，訴外Ｄ社（米

国法人）によって約35％を所有されている。

なお，グループ内にあるＣ社は約540億円の未

処理欠損金を有していた。Ｂ社は，平成20年

11月，Ａ社に対して，Ｃ社を同社の傘下に収

めること等を提案し，平成20年12月26日，Ａ

社の代表取締役社長である丙氏がＣ社の取締

役副社長に就任した。さらに，Ｂ社はＡ社に

対し，Ｂ社が有するＣ社の発行済株式の全部

を総額450億円で譲渡し，Ｃ社は，Ａ社の完全

子会社となった。その後の平成21年３月30日，

Ａ社は，同社を存続会社，Ｃ社を消滅会社と

する適格合併を行った。

　Ａ社は，Ｃ社の未処理欠損金額約540億円を

自社の欠損金額とみなして損金の額に算入し，

平成21年３月期の法人税の確定申告を行った

ところ，課税庁は，本件買収・合併に先立ち，

Ａ社が丙氏をＣ社の取締役副社長に就任させ，

本件合併における特定役員引継要件を充足さ

せるなどした一連の行為について，これを容

�　水野忠恒『租税法〔第５版〕』（有斐閣・2011年）
455頁。

�　金子・前掲注⑴452頁。また，法132条の２の規
定には，同族会社等の行為又は計算の否認規定（法
法132条）と同様に「税の負担を不当に減少させ
る」という不確定概念が用いられているため，租
税法律主義における法的安定性等の観点からは，

その都度個別的な否認規定を追加して対処すべき
であり，本規定を適用することは極めて慎重であ
るべきとの見解が従前から存在していた。例えば，
渡辺・前掲注⒇264頁参照。
�　当該事件は，Ａ社（納税者）が判決内容を不服
として，最高裁へ上告している。
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認した場合には，Ａ社の「法人税の負担を不

当に減少させる結果となると認められる」と

して，法132条の２の規定に基づき，本件未処

理欠損金額の損金算入を否認する更正処分等

を行った。そこで，Ａ社は，この更正処分等

を不服として，出訴した。

⑵　東京地裁の判決要旨（下線は筆者）

　本件では，法132条の２の「不当性要件」の

解釈が重要な争点になった�。

　東京地裁は，法132条の２の解釈・適用につ

いて，次のように判示している。

　「法132条の２が設けられた趣旨，組織再編

成の特性，［組織再編税制に係る］個別規定の

性格などに照らせば，同条が定める『法人税

の負担を不当に減少させる結果となると認め

られるもの』とは，ⅰ法132条と同様に，取引

が経済的取引として不合理・不自然である場

合（最高裁昭和50年（行ツ）第15号同52年７

月12日第三小法廷判決・裁判集民事121号97

頁，最高裁昭和55年（行ツ）第150号同59年10

月25日第一小法廷判決・裁判集民事143号75

頁参照）のほか，ⅱ組織再編成に係る行為の

一部が，組織再編成に係る個別規定の要件を

形式的には充足し，当該行為を含む一連の組

織再編成に係る税負担を減少させる効果を有

するものの，当該効果を容認することが組織

再編税制の趣旨・目的又は当該個別規定の趣

旨・目的に反することが明らかであるものも

含むと解することが相当である。このように

解するときは，組織再編成を構成する個々の

行為について個別にみると事業目的がないと

はいえないような場合であっても，当該行為

又は事実に個別規定を形式的に適用したとき

にもたらされる税負担減少効果が，組織再編

成全体としてみた場合に組織再編税制の趣

旨・目的に明らかに反し，又は個々の行為を

規律する個別規定の趣旨・目的に明らかに反

するときは，上記ⅱに該当するものというべ

きこととなる。」としている。

　また，組織再編成における不当性要件の充

足の有無については，「特定役員引継要件（施

行令112条７項５号）の観点からみると，①丙

氏が副社長に就任してから本件買収により特

定資本関係が発生するに至るまでの期間はわ

ずか約２か月であり，極めて短い。また，②

丙氏がＣ社の副社長に就任したのは本件買収

及び本件合併に係る本件提案を受けた後であ

ること，丙氏がＣ社の副社長として実際に行

った職務の内容は本件提案に沿ったものであ

り，本件提案と離れて，Ｃ社における従来の

データセンター事業に固有の業務に関与して

いたとは認められないこと，丙氏は，副社長

就任の約１か月後には本件買収及び本件合併

を行う意思を固めつつあったことに照らすと，

丙氏は，上記２か月の間，本件買収後に予定

�　本件の主たる争点は，【争点１】法132条の２の
意義として，①同条に規定する「その法人の行為」
で，「これを認容した場合には，……法人税の負担
を不当に減少させる結果となると認められるもの」
とは，どのような行為をいうのか。②同条の規定
に基づき否認することができる行為又は計算は，
法人税につき更正又は決定を受ける法人の行為又
は計算に限られるか否か。【争点２】本件副社長就
任行為は，法132条の２の規定に基づき否認するこ

とができるか否か。①本件副社長就任行為は，「そ
の法人の行為」で，「これを認容した場合には，
……法人税の負担を不当に減少させる結果となる
と認められるもの」に該当するか否か。②本件副
社長就任行為は，原告（Ａ社）の行為か否か。【争
点３】本件更正処分に理由付記の不備があるか否
か，が争われている。なお，上記の法132条の２の
不当性要件の解釈・適用に関するもの以外の論点
については，本稿では検討の対象とはしていない。
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されていた事業の経営とは無関係に，Ｃ社の

従来のデータセンター事業に固有の経営に関

与していたと評価することはできない。③他

方，Ｃ社がデータセンター事業を開始して以

来，Ｃ社の経営を担ってきた乙氏などの役員

は，いずれも，本件合併後，Ａ社（原告）の

役員に就任することは予定されておらず，Ａ

社の役員に就任する事業上の必要がないとさ

れ，実際にも就任せず，データセンターの設

備投資に関する権限も縮小されたことが認め

られる。以上の諸点からすると，本件におい

ては，特定役員引継要件が形式的には充足さ

れてはいるものの，役員の去就という観点か

らみて，『合併の前後を通じて移転資産に対す

る支配が継続している』という状況があると

はいえず，施行令112条７項５号が設けられた

趣旨に全く反する状態となっていることは明

らかである。……以上のような，本件におけ

る諸事情を総合勘案すると，本件副社長就任

は，特定役員引継要件を形式的に充足するも

のではあるものの，それによる税負担減少効

果を容認することは，特定役員引継要件を定

めた施行令112条７項５号が設けられた趣旨，

目的に反することが明らかであり，また，本

件副社長就任を含む組織再編成行為全体をみ

ても，法57条３項が設けられた趣旨・目的に

反することが明らかである�ということができ

る。したがって，本件副社長就任は，法132条

の２にいう『法人税の負担を不当に減少させ

る結果となると認められるもの』に該当する

と解することが相当である。」と判示し，原告

のいずれの主張をも退けている。

⑶　東京高裁の判決要旨（下線は筆者）

　東京高裁もまた，Ａ社の控訴を棄却した。

判決理由は，基本的には原審と同じである。

　ただし，欠損金の引継ぎが認められる趣旨

が，原審における支配の継続から，共同事業

の継続に改められる等の補正が行われている。

　東京高裁は，「丙氏の本件副社長就任は，Ｃ

社及び控訴人のいずれにとっても，控訴人の

法人税の負担を減少させるという税務上の効

果を発生させること以外に，その事業上の必

要は認められず，経済的行動としていかにも

不自然・不合理なものと認めざるを得ないの

であって，本件副社長就任の目的が，専ら［施

行令112条７項５号の要件を満たし，法57条３

項の適用を回避し，同条２項により未処理欠

損金額を引き継ぐことで，］控訴人の法人税の

負担を減少させるという税務上の効果を発生

させることにあると認められ［る］」とした。

　また，合併法人の代表取締役である丙氏が

本件副社長就任をしたことをもって，被合併

法人であるＣ社と合併法人である控訴人の双

方の経営者が共同して合併後の事業に参画し

ており，経営の面からみて，合併後も共同で

事業が営まれていると評価することができな

い理由として，丙氏のＣ社副社長としての去

就と経営従事に関する実質面での権限等につ

いて，就任が特定資本関係発生の約２か月前，

Ｂ社においてＣ社の株式譲渡・合併を行う方

針を決定した約１か月後と短期間であったこ

と，丙氏の具体的な職務内容が本件買収・本

件合併後の事業計画に係る業務か本件買収・

本件合併の準備に係る業務に限られていたこ

と，取締役副社長としては非常勤であり，代

表権，部下や専任の担当業務はなく，役員報

酬も受けていないことなどの原審での事実に

加えて，控訴審での追加的事実を摘示した上

で，丙氏が「本件合併時にその取締役副社長

であることによっても，……合併後も共同で

事業が営まれているとは認められず，Ｃ社の
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上記未処理欠損金を控訴人の欠損金とみなし

てその損金に算入することは，法57条３項及

び施行令112条７項５号が設けられた趣旨・

目的に反することが明らかであると認められ

る。」と判示した。

Ⅲ�　法人税法132条と132条の２の解釈論の
検討

　Ⅱでみたとおりヤフー事件判決は，組織再

編税制導入後に法132条の２の規定が適用され

た初めての司法判断であるが，この判決は，

法132の２の解釈・適用が，従来の法132条（同

族会社の行為・計算の否認規定）とは異なる

点が多く存在し，不確定概念としての「不当

性要件」の解釈論についての厳しい対立がみ

られた。また，裁判所の示した判断は，学説

や組織再編成の課税実務における見方とは，

おおよそ乖離したものとなっている。

　そこで，以下のⅢにおいては，ヤフー事件

判決での裁判所の判断に対する学説等の批判

について，本稿の関心事に沿って検討を行う

こととする。

１　法132条と132条の２の関係

　この事件における法132の２の組織再編成に

係る行為・計算否認規定の解釈及び適用の可

否に関する議論の対立軸となったものは，「法

人税の負担を不当に減少させる」という「不

当性要件」の解釈にあたり，従来の法132条と

132条の２との継続性・整合性をどのように解

すべきかが争われた。法132条の２の「不当性

要件」の解釈を東京地裁及び東京高裁の判断

に従えば，今後の課税実務において，その射

程は相当程度広いものになると考えられる�。

　法令上の用語の意味については，次のよう

な説明がある。すなわち，法令上の用語が複

数の法令で用いられる場合，原則として同じ

用語は同じ意味で用いられるのが通常であ

る�，とされている。少なくとも法人税法とい

う同じ法律で用いられる用語である限りにお

いて，同族会社の行為・計算否認規定の文言

と組織再編成に係る行為・計算否認規定の文

言との重要な点での共通性やその規定の置か

れている場所の共通性に鑑みれば，「不当性要

件」の解釈については同様の考え方が採られ

るべきものと考えるのが自然であり，合理的

であると考えられる。

　他方で，法132条の同族会社の行為・計算否

認規定と法132条の２の組織再編成に係る行

為・計算否認規定の違いは，同族会社の行

為・計算否認規定が対象となる法人（同族会

社）の属性に着目した規定であるのに対し，

組織再編成にかかる行為・計算否認規定は対

象となる行為（組織再編成）の属性に着目し

た規定である�。このため，両規定の間には無

視できない相違があるのであれば，たとえ法

文上同じ文言が使われていたとしても，適用

される場面が異なるので，その解釈が異なっ

たとしても不合理ではないとの見方も存在す

る。

　すなわち，法132条と法132条の２では，そ

の適用に対する考え方が異なり，組織再編成

に係る行為・計算否認規定は「制度の濫用」

�　法132条の２の「不当性要件」の解釈は，控訴審
（東京高裁）においても基本的に維持されている
ため，ここでは，第一審（東京地裁）の判旨を中
心に検討する。
�　長谷川彰一『法令解釈の基礎（改訂版）』（ぎょ
うせい・2008年）409頁参照。他方で，違う法令で
あれば，その趣旨，目的等によって微妙に違う意
味で用いられる場合もありうるとされる。
�　入谷淳『組織再編　包括的否認規定の実務解釈』
（中央経済社・2013年）17-18頁参照。
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に対しても適用される規定であるという考え

方である。法132条の２の「基本的考え方」に

は，「租税回避の手段として濫用されるおそれ

があるため，組織再編成に係る包括的な租税

回避防止規定を設ける必要がある。」�との記

載があり，この記載から，立法の経緯として

は，組織再編成が，租税回避の手段として濫

用されることを防止するためには包括的否認

規定が必要であり，それが法132条の２を設け

た趣旨であったと解する主張である。この点

に関して，組織再編税制の創設に関与した当

時の立案担当者は法132条の２の創設にあた

り，「これからは『制度の濫用』という視点で

租税回避行為を捉える」�，との説明をした旨

を述べている。

　この論者の考え方からは，組織再編成にか

かる行為・計算否認規定は，組織再編成にか

かる税制，すなわち，「組織再編税制という制

度を濫用する行為」を租税回避と捉えた上で，

そのような租税回避行為を防止するために設

けられた規定が法132条の２であるという解釈

を行おうとするものであろう。

　前述のとおり東京地判は，不当性要件とし

て，次のⅰとⅱを判示した�。

　ⅰについては，従来の同族会社の行為・計

算否認の不当性要件と同一のものであるが，

ⅱについては，形式的に要件を満たしていた

としても「一連の組織再編成に係る税負担を

減少させる効果を有するものの，当該効果を

容認することが組織再編税制の趣旨・目的又

は当該個別規定の趣旨・目的に反することが

明らかであるもの」についても法132の２の不

当性要件を満たすとした点に，ヤフー事件判

決の特異性がみられる。

　まず「法人税の負担を不当に減少させる結

果となると認められるもの」とは，従前より

法132条において用いられてきた文言であり，

税法における不確定概念であるがゆえにたび

たび裁判で争われてきた。そうした経緯を経

ることで，この文言の意味内容については，

判例・学説の集積�があり，その結果として法

132条の法人税の負担を「不当に減少させる結

果となると認められるもの」とは，対象とな

る取引が「経済的取引として不合理・不自然

である場合」を指すものと一般に理解されて

いる�。前述のとおり，同じ用語は同じ意味で

用いられるものとするならば，法文上に同じ

文言が使われている法132条の２においても同

様に解するということは極めて自然な見方で

あり，そうすることが納税者の予測可能性を

確保できる解釈であると考えるべきであろう�。

　しかしながら，原告の主張でもある「法132

条の枝番として132条の２が規定され，両者の

規定ぶりが酷似し，否認の要件の文言も同様

であることなどから，両者を別異に解すべき

ではない」という主張について，東京地裁は

次のような判断をしている。

　「法132条は，同族会社においては，所有と

�　政府税制調査会　法人課税小委員会「会社分
割・合併等の企業組織再編成に係る税制の基本的
考え方」（2000年）第五　租税回避の防止。

�　朝長英樹「座談会　行為計算否認と最近の法人
税税務事例」Ｔ＆Ａ�master�465号（2012年）31頁。

�　東京地裁の判旨の特徴としては，立案担当者の
鑑定意見書や立案当時の解説に大きく依存した立
論がなされていることが指摘できよう。前掲注⑸

の朝長及び前掲注�の中尾を参照。
�　同族会社の行為・計算否認規定の創設の経緯に
ついては，清永敬次『租税回避の研究』（ミネルヴ
ァ書房・1995年）308-313頁参照。法132条の沿革
については，村上泰治「同族会社の行為計算否認
規定の沿革からの考察」税大論叢11号（1977年）
277頁参照。
�　金子・前掲注⑴456-457頁参照。
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経営が分離している会社の場合とは異なり，

少数の株主のお手盛りによる税負担を減少さ

せるような行為や計算を行うことが可能であ

り，また実際にもその例が多いことから，税

負担の公平を維持するため，同族会社の経済

的合理性を欠いた行為又は計算について，『不

当に減少させる結果となると認められるもの』

があるときは，これを否認することができる

ものであるとしたものであり，法132条の２と

はその基本的な趣旨・目的を異にする。した

がって，両者の要件を同義に解しなければな

らない理由はな［い］」。

　さらに，法132条の２の不当性要件に前記ⅱ

を含めるという解釈は，個別規定の要件を実

質的に拡張して適用するものであり，納税者

の予測可能性を著しく害し，租税法律主義に

反するという原告の主張に対して，東京地裁

は次のように述べている。

　「ⅱを含めるという解釈は，個別規定の要

件を実質的に拡張して適用するものであり，

納税者の予測可能性を著しく害し，租税法律

主義に反することを数々の意見書を提出して

反論しているが，裁判所は税法の分野におい

ても，法の執行に際して具体的事情を考慮し，

税負担の公平を図るため，何らかの不確定概

念の下に課税要件該当性を判断する必要があ

る場合は否定できず（法132条がその典型例で

あるということができる。），このような場合

であっても，具体的な事実関係における課税

要件該当性の判断につき納税者の予測可能性

を害するものでなければ，租税法律主義に反

するとまではいえないと解されるところであ

る。しかるところ，法132条の２は，上記ⅱの

とおり，税負担減少効果を容認することが組

織再編税制の趣旨・目的又は当該個別規定の

趣旨・目的に反することが明らかであるもの

に限り租税回避行為に当たるとして否認でき

る旨の規定であると解釈すべきもの［�］であ

り，このような解釈は，納税者の予測可能性

を害するものではないから，これをもって租

税法律主義に反するとまではいえないという

べきである。この点に関する原告の上記主張

は採用することができない」としている。

　この点について，原告が，「法132条の２の

不当性要件に上記ⅱを含めるという解釈は，

納税者の予測可能性を害する」と主張してい

るのに対し，東京地裁は，「132条の２の不当

性要件は，上記ⅱを含めるという解釈をすべ

きであり，このような解釈は，納税者の予測

可能性を害するものではない」と判示してい

る。すなわち，「このような解釈」が「納税者

の予測可能性を害するものではない」という

ことの理由については全く触れていないため，

これは原告の主張の反論になっていないとの

見方�があるが，正当であろう。

　上記のとおり東京地裁は，法132条の２の適

�　いわゆる「逆さ合併」も，当該事件と同様に繰
越欠損金の損金算入に係る課税減免要件の充足に
よる租税回避行為とみることができるが，広島地
判平成２年１月25日・行集41巻１号42項は，「逆さ
合併」が法57条の趣旨・目的に反することを認め
ながら，法132条の不当性要件の解釈においては上
記判示ⅱに相当する制度趣旨・目的基準を規範と
して定立せず，ⅰの経済的合理性基準によって逆
さ合併を否認したと解される。谷口勢津夫「ヤフ

ー事件東京地裁判決と税法の解釈適用方法論」税
研第177号（2014年）30頁。
�　制度の趣旨・目的については，政府税制調査会�
法人課税小委員会が取りまとめた前掲注�の見解
を引用することで，その判断のよりどころを示し
てはいるものの，従来の趣旨解釈とは，異なる解
釈論を展開した点に特徴がある。
�　安井栄二「租税法規の解釈に関する一考察」立
命館法学356号（2014年）92-93頁参照。
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用については，その創設の趣旨・目的まで踏

み込んで解釈する必要があることを説示して

いるが，この「上記ⅱを含めるという解釈を

すべき」という判示については，次のような

批判がある。「本件判決の判断枠組みの下で

は，個別規定に定められた要件を抽象的な趣

旨・目的に還元した上で，改めて（実質的な）

要件を付加して検討することを課税庁及び裁

判所に認めた規定として132条の２が位置付づ

けられた」�とする見方である。同様に，「本

件規範ⅱによれば，組織再編税制に係るすべ

ての（課税減免効果が生じる）個別規定につ

いて，法令上課税要件が明確に定められ，そ

の意義が文理上明らかであるにもかかわらず，

常に明文にない制度全体および当該個別規定

の趣旨・目的に基づく実質的（付加的）な要

件充足性を検討しなければ当該個別規定の適

用の否定を判定できないこととなるという点

で，租税法律主義および課税要件明確主義の

観点から問題なしとはいえない。」�とする見

方である。さらに，法解釈と法規範との関係

において，本判示は「『租税法規の趣旨・目的

の法規範化』の批判を免れることはできない

であろう。租税法規の趣旨・目的は，当然の

ことながら，租税法規の規範そのものではな

く，法解釈方法論上は，租税法規の意味（規

範）の解明に当たって原則として文理解釈を

補完する解釈基準として，位置付けるにとど

めるべきである。このように考えると，本判

決の前記の『解釈論』は，『法解釈』を装いな

がら，法解釈本来の限界を越え，法創造の領

域に踏み込んだものといえ［る］」�との見方

である。上記のいずれの見解も，厳格な租税

法律主義の下での「不当性要件」の解釈論と

しては，正当な批判であると考えられる。

２　法132条の２と個別否認規定の関係

　次に，ヤフー事件から導かれる組織再編成

における個別の否認規定である法57条３項と

包括的否認規定である法132条の２との適用の

優先・劣後の関係について整理しておく。

　未処理欠損金額に係る金額制限，合併法人

等の繰越青色欠損金額の金額制限及び特定資

産の譲渡等損失金額の損金不算入という組織

再編税制にかかる個別否認規定は含み損や，

欠損金の利用による租税回避行為をグループ

化の時期やみなし共同事業要件といった外形

的な基準によって防止していることは，Ⅱで

述べたとおりである。

　そこで，ヤフー事件のように個別否認規定

が対象としている租税回避行為が，その個別

否認規定により損金算入等が認められた場合，

課税庁は法132条の２を適用して否認できるか

についての問題が生じる。

　本件事件への法132条の２適用については，

包括的否認規定の制定を含む組織再編税制の

�　吉村政穂「判批」税務弘報62巻７号（2014年）
61頁。

�　北村・前掲注⑷50-51頁。
�　谷口・前掲注�26頁。さらに，谷口教授は，当
該判示について「そうすると，制度趣旨・目的基
準は，個別的否認規定に対してだけでなく，不当
性要件の枠内で経済的合理性基準に対しても優位
することになり，したがって，論理的には，組織
再編成に係る租税回避の規制に関するいわば『最

高規範』として位置付けられることになろう。……
本判決は，このような租税回避の規制の『一般的・
抽象的な困難さ』を援用するだけでは，たとえ法
132条の２の法案の企画立案・審査の段階でその点
についての検討がされたとしても，……前記の判
示によって制度趣旨・目的基準の『最高規範性』
を正当化することはできないように思われる。」と
述べている。谷口・前掲注�26-27頁。



組織再編成における行為・計算否認規定の解釈とその適用

152　税法学573

趣旨及び本件副社長就任等の事実関係に照ら

すと，妥当な判断であると解されるとの見方

も存在する�。

　さらに，本件事件での本法の施行令への政

令委任について，法57条３項と令112条７項

（現在の３項）との関係は，前述のとおり同

項１号から４号までに掲げる要件（事業の相

互関連性要件，事業規模要件及び被合併・合

併法人の事業規模継続要件）を満たすか，又

は，同項１号及び５号に掲げる要件（事業の

相互関連性要件及び特定役員引継要件）を満

たす場合に限って，被合併法人の未処理欠損

金額の引継が認められることになる。これら

の要件は，「合併法人と被合併法人の事業の同

一性を担保しようとするものであろうが，特

定役員引継要件のような人為的に簡単に操作

ができる（そのことは，本件副社長就任にお

いて明白である。）要件を設けたこと自体，政

策的合理性が疑われる。……特定役員引継要

件が存在する以上，当該要件の対象となる特

定役員は，本来，当該被合併法人において数

年間（例えば，合併前５年間）その職にあっ

た者に限定されて然るべきである」との見解

もある�。すなわち，ヤフー事件のように，短

期間の役員在任期間であっても，特定役員引

継要件を充足できることから，一定の期間制

限等を設けていないこと自体に立法時に不備

があったという考え方であろう。とりわけ，

経営参画要件を満たすためだけに，名目上被

合併法人の特定役員に該当する者を合併法人

の常務取締役以上のポストに就任させた場合

には，イ取締役会，経営会議等の重要な会議

への出席の有無，ロ権限面における他の取締

役との比較，ハ合併後，短期間で取締役を辞

任させていないか等，を具体的に検討するこ

とも必要であり，このような名目だけの取締

役については特定役員として認めるべきでは

なく，経営参画要件を満たすことができない

ように手当しておくべきであった。少なくと

もこうした事態は，容易に想定できたはずで

あろう�。

　しかしながら，令112条７項５号（現在の

112条３項５号）には，上記の要件を考慮す

るような明文規定は存在していない�。

　こうした組織再編成における個別否認規定

の状況を鑑みれば，「趣旨・目的に適うかどう

かを明確化するために『指標』が置かれた場

合，当該『指標』を満たそうと考えるのは当

然であるし，『指標』を満たせば要件を充足す

ると評価するのが法令の意図したところに適

うはずであり，むしろ『形式的な適用を貫く

べき』ではないかと思われる。」�との見方が

ある。すなわち，あらかじめ定められたルー

ルに従い，納税者は法令を少なくとも順守し

ているにもかかわらず，第一審の東京地裁は，

令112条７項５号（当時）の要件として明文規

定にはない限定的な要件を付加する�，という

論理構成を採用していた。このような第一審

�　朝長英樹①「判決を契機に考える組織再編税制
の趣旨・目的」税務弘報62巻７号（2014年）８-17
頁参照，同②「検証ヤフー・IDCF事件」Ｔ＆Ａ�
master�542号（2014年）４頁参照。

�　品川芳宣「判批」TKC税情23巻４号（2014年）
37-38頁。

�　同旨として，佐藤・前掲注⑺104-105頁参照。

�　特定役員引継要件に形式基準を定めていないこ
との問題については，座談会「東京地裁平成26年
３月18日判決の検討」税務弘報62巻７号（2014年）
32頁の岡村忠生・岩品信明・明石英司各発言参照。
�　宮塚久「『規定の趣旨・目的』と『形式的な適用
を貫くべき場合』」税務弘報62巻７号（2014年）79
頁。
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判決の判断に対しては，租税法律主義の下で

の課税要件法定主義・課税要件明確主義に反

するとの厳しい批判が向けられていた。

　この点を考慮したのか控訴審判決では，「組

織再編税制中の個別否認規定である法人税法

57条３項及びその適用を回避するための要件

の１つである特定役員引継要件を定めた当時

の同法施行令112条７項５号（現在の112条３

項５号）等の解釈については，原審判決に対

して向けられていた批判を意識して大幅にそ

の内容を修正し［た］」�，また，「法人税法132

条の２及び同法施行令112条７項５号等への

具体的な事実関係の当てはめにおいても，原

審判決が認定していた事実関係のうち一部に

ついては補充的な事実認定を行い，いくつか

の事実については意識的に結論の根拠から排

除しながら，最終的には原審判決と同様の結

論を導いている」�との評価がある。

　さらに，「このような論理の運びは，原審判

決と比較して，論理的な飛躍が小さい分だけ，

より
4 4

説得的であることは確かである。しかし

ながら，法人税法施行令112条７項５号所定の

特定役員引継要件は，同法57条３項に基づき，

同項による個別否認の適用を回避するための

要件の１つとして設けられたものであって，

その意味で，組織再編税制に含まれる個別否

認規定の１つである同項の内容を構成してい

る（同項に基づく個別否認を回避するための

セーフ・ハーバーを構成する要件の１つであ

る）のであるから，その解釈に際して一般的

な行為計算否認規定が存在することを援用し

て明文にない限定的な要件を付加することは，

個別否認規定の存在意義を失わせるのではな

いかとの疑問が残る。」�との見方がある。す

なわち，包括的否認規定である法132条の２を

適用することで，個別否認規定の趣旨・目的

に反する行為をも否認することができるので

あれば，組織再編成における個別否認規定自

体がもはや不要ではないかとの問題提起であ

ろう。

　また，組織再編成における個別否認規定と

包括的否認規定との適用関係について，ヤフ

ー事件判決は「法57条３項と法132条の２との

（前者の優先適用を前提とする）いわば『重

畳的』適用［�］を認めたものと解される。」

とする批判的見解もある�。他方で，これを是

認するものとしては，組織再編成において「当

該個別規定［＝法57条３項］の適用により制

限を受けた未処理欠損金額については，本規

定［＝法132条の２］を適用する余地はないも

のと考えられるが，制限を行わないとする，

いわば緩和要件であるみなし共同事業要件に

�　「委任政令の内容は，法律による委任の範囲に
限られる。そして，法令に委任することができる
範囲については，憲法41条が『国会は，国権の最
高機関であって，国の唯一の立法機関である。』と
定めているところから，この趣旨を否定し，いわ
ば実質的に国会の立法権を没却するような抽象的
かつ包括的なものであってはならず，……個別的・
具体的なものに限られるものとされている」行政
法制研究会「重要法令関係慣用後の解説　委任政
令」判例時報1429号（1992年）17頁。

�　太田洋「判批」税務弘報63巻３号（2015年）31

頁。
�　太田・前掲注�31頁。その他，控訴審判決につ
いて触れた論評としては，岡村忠生「組織再編成
と行為計算否認⑵」税研179号（2015年）65頁。
朝長英樹＝Ｔ&Ａ�master編集部「緊急インタビュ
ー　ヤフー事件・高裁判決」Ｔ&Ａ�master�571号
（2014年）４頁，等がある。
�　太田・前掲注�33-34頁。
�　なお，谷口教授が指摘している「重畳的」適用
は，「重複」適用を意味するものではない。
�　谷口・前掲注�28頁参照。
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ついては，これを形式的に該当させることな

どにより，当該制限を回避する場合は，重複

して制限を行うことにはならない為，本規定

を適用できる」�との考え方が述べられている

が，これが組織再編成における個別否認規定

と包括的否認規定の「重畳的」適用である。

　以上が，ヤフー事件判決での，主要な論点

整理であると考えられるが，上記の検討結果

に従えば，裁判所の示した法132条の２の解釈

論の理解としては，組織再編における「（講学

上における）租税回避行為」の否認だけでは

なく，組織再編成の局面においては，「制度の

趣旨・目的に反する行為」を否認することを

も含むという解釈論�に立った判決とみるべき

であり，このことは，組織再編成におけるよ

り広い是否認の裁量権（趣旨・目的違反とい

う抽象的概念を規範とした，ある意味でのフ

リーハンドの権限）を課税庁に与えるものと

なる�。また，「制度の趣旨・目的」による否

認は，従来の判例・学説によれば，明文の否

認規定が存在しない場合に法令の限定解釈に

基づいて否認する手法であるとされているこ

ととの整合性と租税法律主義の下で，このよ

うな考え方が許容されるのか，という問題も

残されている。

　このように，ヤフー事件判決で裁判所が示

した趣旨・目的を規範として定立することは，

納税者の予測可能性や法的安定性を著しく損

なうものであるとともに，不当性要件（不確

定概念）に，「趣旨・目的を規範として含めた

こと」は，行為・計算否認規定に行政（課税

庁）や司法（裁判所）が新たな解釈要件を付

加したことと同一視されるため，わが国にお

ける三権分立の下では，到底是認することが

できないものであろう。

３�　法132条の２の解釈・適用と課題

　上記のとおり，ヤフー事件判決については，

学説上の批判的見解が多く存在する。ここで

は，税法における不確定概念である行為・計

算否認規定の「不当性要件」解釈論に内在す

る問題について納税者の予測可能性と権利保

護の観点から，検討を行うこととする。

�　斉木氏は，組織再編成における「個別防止規定
の潜脱」に関して，個別否認規定と包括的否認規
定の適用関係を，上記のように述べている。斉木・
前掲注⑸78-79頁。

�　この点について谷口教授は，「あたかも『木』に
『竹』を接ぐかのように，『異質な』内容を読み込
むのは，不自然で過剰な法律構成による解釈であ
るように思われる。」といった比喩を用いて，裁判
所の判断を疑問視している。さらに，「経済的合理
性基準と制度趣旨・目的基準という『異質な』規
範を定立することは，解釈論として無理がある。
むしろ，基本的に同じ文言を用いている法132条の
不当性要件についても経済的合理性基準のみを規
範として定立するのが自然で無理のない解釈であ
る。」とも述べている。前掲注�28頁。

�　他の批判的見解には，この事件の原審・控訴審
判決は，これまで租税回避の否認と考えられてき

たものとは異なるとして岡村教授は，「副社長就任
が課税要件との関係で異常であったかどうかは問
題とされていないし……，事業上の目的が一定程
度存在していたことは，判決も認めている。そう
すると，この事件における行為計算否認規定の適
用は，この規定の新しい可能性を開いたことにな
る。」とした上で，「本件のような法の解釈，すな
わち，納税者に有利な規定について，厳格な文言
解釈を緩和し，限定的に解釈することは，従来，
行為計算否認規定の『助け』を借りずに行われて
きた。しかし，本件のように行為計算否認規定を
『媒介』させることで，限定解釈できる範囲は大
きく広がるものと思われる。」として，裁判所の判
断を厳しく批判している。岡村忠生WLJ判例コラ
ム特報第41号「行為計算否認規定の新しい可能性
〜ヤフー事件控訴審判決〜」（2015年・文献番号
2015WLJCC002）６頁。
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⑴　予測可能性・法的安定性保障機能の重要性

　組織再編成を含むわが国における自由な経

済活動が，どのように保障されるべきかとい

う観点から見た場合，租税法律主義の果たす

機能はいかにあるべきか。この点について，

金子教授は「それは，国民の経済生活に法的

安定性（legal� certainty） と予測可能性

（predictability）とを与えることにあると考

えてよいであろう。すなわち，今日では，租

税は，国民の経済生活のあらゆる局面に関係

をもっているから，人は，その租税法上の意

味，あるいはそれが招来するであろう納税義

務を考慮することなしには，いかなる重要な

経済的意思決定をもなしえない。むしろ租税

の問題は，多くの経済取引において，考慮す

べき最も重要なファクターであり，合理的経

済人であるならば，その意思決定の中に租税

の問題を組み込むはずである。その意味では，

いかなる行為や事実からいかなる納税義務が

生ずるかが，あらかじめ法律の中で明確にさ

れていることが好ましい。……今日の複雑な

経済社会において，各種の経済上の取引や事

実の租税効果（タックス・エフェクト）につ

いて十分な法的安定性と予測可能性とを保障

しうるような意味内容を与えられなければな

らない。」�と述べている。

　さらに，租税法律主義の予測可能性・法的

安定性保障機能の重要性に関して，谷口教授

は，この機能についての意義を，「立法のレベ

ル」と「執行のレベル」とに分けて，客観的

に理解しておくべきであるとしている。

　すなわち，租税法律主義の予測可能性・法

的安定性保障機能は，まず「立法のレベル」

では，その機能のうち客観的側面としての「課

税関係における法的安定」を「課税関係にお

ける納税者の租税法規上の地位」と結びつけ

ることによって，財産権と同様に実体的権利

として構成されるべきものである�とする。

　次に，「執行のレベル」では，租税法律主義

の本来的な目的（課税権者による恣意的・不

当な課税から国民の財産および自由を保護す

ること）から導き出される課税の適法性保障

機能という租税法律主義の本来的機能と両立

し得るものでなければならない。納税者に権

利濫用の認識がある場合には，そのことのみ

を理由にして（明文の適用除外規定あるいは

否認規定なしに），権利濫用を否認しても，そ

の否認に基づく課税は納税者の予測可能性を

害することにはならず，したがって，租税法

律主義に反することにはならないというよう

な見解もあり得る。しかし，租税法律主義の

本来的な目的および機能からすると，租税法

律主義は，課税要件の充足（すなわち課税さ

れること）に対する予測可能性だけでなく，

課税要件の欠缺（課税減免規定の適用除外要

件の欠缺〔いわゆる隠れた欠缺〕の利用によ

る課税要件の充足回避（すなわち課税されな

いこと）に対する予測可能性をも保障するも

のでなければならない。租税法律主義をまさ

に厳格に罪刑法定主義（憲法31条等）とパラ

レルに捉えて，権利濫用の否認のための明文

の規定が不可欠である�とする見解である。

　また，租税法律主義の根拠（課税の民主的

正統性）と機能（課税の予測可能性・法的安

定性）との抵触がみられる場合，①課税の民

主的正統性は，租税法律主義の絶対的要請で

あるのに対して，②課税の予測可能性・法的

安定性は，租税法律主義の相対的要請である

�　金子・前掲注⑴73頁。
�　谷口勢津夫『税法基本講義〔第４版〕』（弘文堂・
2014年）10頁参照。
�　谷口・前掲注�11-12頁参照。
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から，立法者が敢えて②を犠牲にしてでも課

税要件を定める必要があると判断することも，

一般的・絶対的に許されないとは考えられな

い。ただ，立法者がそのような判断を行う場

合でも，比例原則（憲法13条参照）�の下で

は，課税要件を定める必要性と，課税によっ

て損なわれる利益，との比較衡量が要請され

るべきである�とも述べている。

⑵�　比例原則からみた法132条の２の適用妥当性

　「比例原則」とは，目的と手段の均衡を要

求する法原則であり，今日ではその妥当範囲

（行政作用一般，立法に及ぶか），司法審査，

憲法上の位置づけ等の関係で諸説がある�が，

「行政法における一般原則」として行政法の

構成要素をなすことは一般に認められてい

る�。同原則の３要素には，①目的適合性の原

則─手段が目的に適合していること，②必要

性の原則─手段が目的達成のために不可欠で

あること（そのことからも，規制は必要最小

限でなければならない），③狭義の比例原則─

手段が関連する法益に与える影響が不釣り合

いであってはならない�という考え方である。

　すなわち，ヤフー事件で，法132条の２を適

用したことについては，上記の比例原則の下

での，法的安定性の侵害の程度，予測可能性

の有無，代替的措置の有無を検討した場合，

多くの問題点を指摘できよう。この点からみ

たヤフー事件への法132条の２の適用は，目的

と手段が著しく不釣り合いになっているよう

に思われる。税法は，財産権の侵害規範であ

るため，比例原則に照らして優先・劣後の法

的な原理・原則を貫くべきであり，更正処分

に際しては納税者にとって，より打撃の少な

い（課税要件のより侵害的でない）方法を選

択すべきであろう。すなわち，抽象的・一般

的なものより，個別的・具体的なもの（形式

基準のあるもの）をまず適用すべきである。

個別規定（形式基準）をあらかじめ明示して

おくことは，納税者（組織再編企業）の順法

精神にも合致したものになるであろう。逆に，

包括的（抽象的）な規定は，予測可能性が乏

しい（遵守すべきルールの不存在）ため順法

精神にも反するものとなる。

　また，紛争解決の手続きとしての訴訟の場

面においても，個別否認規定と包括的否認規

定の優先・劣後の関係は，個別否認規定を適

用する方が，司法判断に際しても個別・具体

的な課税要件へのあてはめが行われるため，

訴訟法上も事実認定が容易になる。このこと

�　比例原則の根拠を憲法13条に求める見解として，
「比例原則は，人権を保障し，『法の支配』をその
基礎におく日本国憲法（以下，憲法と略称）にお
いても容認されることになる。憲法上は，とりわ
け一三条の『立法その他の国政の上で，最大の尊
重を必要とする』という文言に，人権を制約する
立法をも含めたすべての国家行為に対する原則と
しての地位を見い出す。そして，比例原則は，『国
家は，それが必要である限りでのみ個々人の自由
を制約する権限を有する』と定義することができ
る。つまり，それは……人権制約の際の必要最小
限の原則を意味する。……したがって，問題は，
具体的事件において当該制約が『必要最小限』で

あるか否かを判定する審査基準ということにな
る。」青柳幸一「基本権の侵害と比例原則」芦部信
喜還暦『憲法訴訟と人権の理論』（有斐閣・1985
年）625頁。
�　谷口・前掲注�29頁参照。
�　『法律学小辞典〔第４版補訂版〕』（有斐閣・2008
年）1050頁参照。
�　角松生史「日本行政法における比例原則の機能
に関する覚え書き」政策科学21巻４号（2014年）
191頁参照。
�　高橋明男「比例原則審査の可能性」法律時報85
巻２号（2013年）17頁参照。
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は納税者・課税庁の両当事者にとっても，双

方の主張・立証の観点から，その方が望まし

いであろうし，また裁判所の事実認定・課税

要件へのあてはめ等の負担も軽減されること

となる。

　以上のように，柔軟な組織再編成を可能と

する自由な経済活動の観点からすれば，ルー

ルを明確にして，本来のあるべき組織再編成

と課税の公平性を確保することが，立法者に

課された責務であろう。ヤフー事件判決が示

した明文の規定がない趣旨・目的を規範とし

て定立し課税するという状況は，組織再編成

に対する阻害要因となりつつある。こうした

わが国経済の発展にマイナス効果を与える委

縮状態が組織再編成の実務に定着していくこ

とは，けっして良い結果を生むことにはなら

ないであろう。

　組織再編税制が導入された本来の趣旨・目

的に立ち返り，国内企業の競争力を確保し，

企業活力が十分に発揮できるような税制上の

法整備を行うことは急務の課題である。課税

面での趣旨・目的をことさら強調し，納税者

（組織再編企業）が行う自由な経済活動の結

果に対して，事後的に趣旨・目的違反である

として，日本国内での経済活動を委縮させる

効果を働かせたことは，わが国に組織再編税

制が導入された本来の趣旨・目的に鑑みれば，

本末転倒の結果であると言わざるをえない。

Ⅳ　おわりに

　以上のとおり，ヤフー事件判決は，法132条

の２の解釈・適用を巡る議論にとって，多く

の課題を残した事件であろう。特に，三権分

立の緊張関係の在り方に疑問が残る判決であ

った。すなわち三権分立においては，司法が

立法の不備や行政の法適用に誤りがあればそ

れを指摘するのが本来の役割であろう。裁判

所が法の不備や執行の妥当性を補うために，

解釈による立法の上塗り（法創造）をするよ

うなことがあってはならない。

　また，組織再編税制における政令委任の在

り方についても，その解釈・適用に問題が多

く存在しているにもかかわらず，委任立法を

する側と受ける側の問題として，現行制度が

趣旨・目的違反のような政令委任を行ってい

る（あるいは放置している）のは，行政側の

問題でもある。結局ヤフー事件は，趣旨・目

的に合致した施行令を作っていなかったこと

がそもそもの原因と考えられる。最終的に，

こうした立法の不備を施行令の形式基準を貫

いた（少なくとも適法に順守した）納税者の

責めに転嫁するのは妥当ではなく，立法者の

説明責任のあり方が問われるべきであろう。

　本稿では，上記の視点に立って法132条の２

の解釈・適用を中心にヤフー事件判決の問題

点について検討を行ったところである。

　控訴審において東京高裁の判断が第一審の

東京地裁の判断を支持したことは，わが国に

おける（適用範囲を限定しない）包括的否認

規定導入に向けての動きが強まること，すな

わち実質課税への回帰�の動きがあることへの

懸念材料でもある�。

　東京地裁及び東京高裁が示した法132条の

２の解釈・適用は，本稿で取り上げた比例原

則からみても，経済活動の自由に対する大き

な制約を加えるものであり，租税法律主義の

観点からみても，納税者の予測可能性や法的

安定性が損なわれることに対する重大な問題

提起が行われた判決である。

　本件事件のようなケースを防止する必要が

あると考えるならば，目的と手段の均衡を図

りつつ，法改正が行われてきた法132条の沿革
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を，１つのモデルとすべきであろう。すなわ

ち，前稿で検討した法132条のようにその存在

意義を認めつつも，個別の否認規定を手当し

ていくことで，「伝家の宝刀」としての適用事

例が少なくなっていく方が，自由な経済活動

にとっては良い結果をもたらす望ましい方向

性であると考えられる�。

　はたして，法132条の２に，東京地裁・東京

高裁が示したような作用を認めることが適切

かどうか，税法解釈の根幹に関わるものであ

り，最高裁の判断が注目される。

　本稿で取り上げた学説における批判及び課

税実務に与える影響に対して，自由な経済活

動が阻害されないよう納税者の権利保障手続

きの観点からの議論が，今後より一層深めら

れることが重要であろう。

�　租税回避の包括的否認規定を同族会社に限らず，
税法上の一般的な否認規定として導入すべきか否
かについては，昭和36年の国税通則法制定時にお
ける重要な検討事項とされ，「実質課税の原則」を
実定法化しようとする動きがあった。しかし，国
税通則法のような基本的な法律にこのような抽象
的で一般的な内容の規定をあらたに設けることに
ついては，課税当局がこの規定を拡張的，あるい
は恣意的に解釈した場合，納税者の正当な権利利
益を擁護する上で大きな不安が生じかねないとす
る意見があったことから，最終的には制定に至ら
なかった。代表的な意見として，日本税法学会「国
税通則法制定に関する意見書」税法学131号（1961
年）１頁，２-４頁参照。

�　OECDにおいてのBEPSの議論がわが国に与える
影響も，今後注目すべき最重要課題であろう。
�　これとは異なる考え方として，朝長税理士は，
法132条の２を「伝家の宝刀」にして，組織再編成
税制を創るという選択肢は，有り得ず，現在のよ
うな組織再編税制を創るためには，租税回避を防
止するための「使える刀」を用意することも，当
然必要となる，としている。さらに，法132条の２
は，組織再編成に係る租税回避の包括否認規定と
いう性格のものであり，昭和30年代の後半に，一
般的な租税回避の包括否認規定を導入しようとい
う動きが，とん挫した経緯に触れ，法132条の２に
関しては同じ轍を踏むことはない，とも述べてい
る。朝長・前掲注⑸493頁参照。


